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緒　　　　言

救命救急医療の発達により，最近では脳卒中や頭

部外傷患者の救命率は高くなってきているが「～3）

後遺症として社会復帰を妨げる様々な機能障害

を有したまま経過している患者の数は増加して

いる2）。そのような後遺症の一つに神経筋の問題

による音声言語障害，すなわち，運動障害性構音

障害がある4－6）。連動障害性構音障害症例の中に

は　鼻咽腔閉鎖不全による開鼻声，構音障害を呈

する症例がある。開鼻声に対してはパラタルリフ

ト装置（PalatalLiHProsthesis：PLP）を口蓋に装着

して言語治療が行われる場合があり7），装着症例

の中には正常構音運動に要求される程度にまで鼻

咽腔閉鎖機能が改善されていることも報告されて

いる8）。しかしながら，運動障害性構音障害症例

に対するPLPを用いた音声言語治療法は，未だ一

般的な治療法として普及していない。その理由は，

これまでの報告がPLPを用いた治療により臨床

症状が改善した症例数に関する報告であり9～12）

PLPによる鼻咽腔閉鎖機能の臨床的改善に対する

効果の生理学的背景について十分に検討されてい

なかったことが考えられる。PLPによる改善効果

は　PLP軟口蓋部により鼻咽腔閉鎖不全部分を物

理的に狭小化することによって音声の鼻腔共鳴を

低減させることで発生する13）。従って，その改善

効果はPLP装置の軟口蓋部が軟口蓋を前後，左右，

上下方向にどのように挙上して鼻咽腔を狭小化す

るかに依存している。

大阪大学歯学部附属病院　顎口腔機能治療部

（部長：和田　健教授）

舘村ら14）は　健常者では発音時に軟口蓋が口

蓋平面近傍まで挙上し維持されることと，鼻咽腔

閉鎖機能の中心的役割を口蓋帆挙筋が担うことか

ら，口蓋帆挙筋の付着が／か発音時に生じる左右

の軟口蓋小陥凹（1evatordimple）であることに着目

した口蓋裂症例でのPLP軟口蓋部の作成法を報告

している。すなわち，左右の軟口蓋小陥凹の側線

にPLP軟口蓋部の両側縁を一致させ．後縁に後端

を一致させた上　口蓋平面まで軟口蓋を挙上する

方法である。舘村ら8）は　本法に準じて作成した

PLP装着下で約6ケ月の言語治療を行った脳卒中

症例での装着開始前，6ケ月後での口蓋帆挙筋活

動を分析し，鼻咽腔閉鎖機能が改善されることを

報告している。

口蓋裂でのPLP装着症例では　PLPにより鼻咽腔

を狭小化することで開鼻声が改善されるだけでな

く，鼻咽腔閉鎖機能が改善されて装置が不要になる

症例があることが報告されている15）。先の運動障害

性構音障害症例における報告8）においても口蓋裂

症例と同様の効果が得られる可能性を示している。

この効果の生理学的背景として，舘村ら－6～18）は，

PLPによる軟口蓋の挙上によって口蓋帆挙筋活動

が低下する16・17）ことで　予備能が大きくなる18）こ

とにあるとした。このことは，PLP軟口蓋部によ

る軟口蓋の上下方向の運動支援に重要な作用を及

ぼすことを示しているが　PLP軟口蓋部の前後，

左右の平面的・形態的要素の影響については明ら

かにされていない。

本研究は，健常者を対象にし，実験用PLP軟口

蓋部の長径，幅径を相違させた場合の口蓋帆挙

筋活動について分析し，鼻咽腔閉鎖機能に関わる

PLP軟口蓋部の平面的・形態的要素について検討



図1実験用PLP

A：平面観。実験用PLPは口腔内維持のた

めのPLP硬口蓋部と軟口蓋に直接作用す

るPLP軟口蓋部で構成される。

B‥側面観。a句ustablewireを屈曲すること

で軟口蓋が頭側に向って到達する高さ

の調節が可能である。

を行い，PLP作成上における形態的要素に何らか

の指針を得ることを目的としたものである。

研究方法

〔被験対象〕

本研究の被験対象は，大阪大学歯学部附属病院

職員ならびに臨床系大学院生，歯学部6年次学生

に対して本研究の趣旨を説明して協力を依頼した

結果．自由意志により同意を得られたものの中か

ら，鼻咽腔内視鏡検査で鼻咽腔閉鎖機能に異常所

見がなかった健常者成人8名（平均24．8±1．4歳．

男4名，女4名）を選択した。

〔実験用PLP〕

実験用PLPとはPLP硬口蓋部とPLP軟口蓋部で

構成される軟口蓋挙上装置である（図1）。PLP硬

口蓋部は左右の上顎第一および第二大臼歯を釣歯

とし，硬口蓋部の床後縁は左右第二大臼歯後縁に

ほぼ一致するように作成した床装置の維持を担う

部分である。本研究では，長径，幅径が異なる4

種の実験用PLP軟口蓋部それぞれのaqustablewire

をPLP硬口蓋部に設けた連結スロットに挿入する

ことで　PLP硬口蓋部に装填できるようにした。4

種の実験用PLP軟口蓋部それぞれを装填した実験

用PLPをPLP（I），PLP（II），PLP（IhIIL），PLP（I，

II。）と称した（図2）。それぞれの実験用PLP軟口

蓋部は，長径と幅径を以下のような基準に基づい

て作成した。

健常者では／J発音時に左右の軟口蓋小陥凹を確

認するが　これらは連結して後方に向かうループ

状の陥凹を形成する。実験用PLP（I）の軟口蓋部

の長径と幅径は，長径を触知した口蓋骨後端に相

当する粘膜上の点から軟口蓋小陥凹の後続までの

距離．幅径を軟口蓋小陥凹の左右の外側縁間の距

離とするもので口蓋裂症例適用モデルの作成法を

基本としている。実験用PLP（II）の軟口蓋部H．

鼻咽腔内視鏡所見で鼻音発音時に鼻咽腔が閉鎖さ

れるようにPLP（I）の軟口蓋部の後方，側方にソ

フトプレートワックス（（株）ジーシー）を追加添

付した結果，大きくなった部分をレジンに置換し

て作成したもので，運動障害性構音障害に起因す

る鼻咽腔閉鎖不全にまず適用するPLPモデルを基

本としている。PLP（IhTIL）とPLP（I／JI。）の軟口蓋

部は，これらPLP（I）およびPLP（II）より作成

した陰型を用いて，PLP（IbIIL）では幅径がPLP（I）

軟口蓋部の幅径（b），長径がPLP（II）軟口蓋部

の長径（L）と同じになるようにし，PLP（I，II。）では，

長径がPLP（I）軟口蓋部の長径（［），幅径がPLP（II）

軟口蓋部の幅径（B）と同じになるように作成した。

実験用PLP（I），PLP（II）装着下での軟口蓋

の高さは，鼻咽腔内視鏡を用いて設定した（図

3）。すなわち，実験用PLP装着下での安静時の軟

口蓋と咽頭後壁との高さにおける位置的関係が

実験用PLP非装着で自発的に可能な最強の力での

blowingを行わせた時の鼻咽腔内視鏡所見に近似す

るように実験用PLP軟口蓋部の挙上程度を調節し

設定した。PLP（IblIL），PLP（IIII。）の軟口蓋部の

挙上程度は　実験用PLP（II）装着下での安静時

の軟口蓋の高さを基本にして，PLP（IhIIL），PLP（I，

II。）のadiustablewireを屈曲してPLP（Il）と同様と

なるように調節し設定した。



図2　実験用PLP軟口蓋部の長径および幅径。

pLP（I）：長径（l）が口蓋官後端に相当する点から軟口蓋小陥凹の後縁までの距離で幅径（b）が軟

口蓋小陥凹の左右の外側縁間の距離に相当するように作成した。PLP（Il）：鼻咽腔内視鏡所見で鼻

音発音時に鼻咽腔が閉鎖されるように長径（L），幅径（B）を調整し作成した。PLP（IhlIL）：幅径が

pLP（I）と同じ（b）で長径がPLP（II）と同じ（L）とした。PLP（I，II。）：長径がPLP（I）と同じ（l）

で　幅径がPLP（II）と同じ（B）とした。

〔口蓋帆挙筋活動〕

口蓋帆挙筋活動は，舘村ら8時）20）と同様の方法

で採取，記録した。直径90umのエナメル被覆ス

テンレス線（BELDENCoっU．S．A）の先端の被覆

を除去し，ステンレス線を2m露出させ，露出端

を皮内注射針（26GXl／2in．）の先端に向けて挿入

し，先端3mmで折り返して有鈎針金電極とした。

電極別人に先立ち，刺入時の疫病軽減をはかるた

め，別人部位にあらかじめ表面麻酔を施した。電

極刺人にあたっては，／u発音を指示し，軟口蓋小

陥凹に注射針を外，後，上方に向かって10mmの

深さで経口腔的に電極間距離を7mとなるように

二本刺入し，双極誘導で電極を留置した。接地極

は右耳栗に設置した。

電極の導線は　語音の表出活動やblowing活動

を障害しないように，上顎結節後方から頬粘膜に

沿わせて口角から口腔外に導出し，頬骨弓上の皮

膚に抜去した注射針と共にテープで固定した。電

極が実験用PLP軟口蓋部によって実験中に傷害さ

れていないことや，電極が脱離していないことは，

原波形の密度が低い単極誘導の様相を示さないこ

とを指標にした。電極どうしが短絡していないこ

とは，短絡によって生じる過大振幅が生じないこ

とを指標にした。

〔実験方法〕

被験者には　足底を接地させ，眼耳平面と床面

が平行になるように椅子での座位を指示し，姿勢

の変化による口蓋帆挙筋活動への影響2－）が生じな

いように頭位を一定に保たせた。筋活動の採取は，

実験用PLP非装着．pLP（I），PLP（II，IIL），PLP（I／

II。），PLP（II）の順に装着した条件で行った。実

験用PLP軟口蓋部を交換する際は　実験用PLPを

口腔外に撤去して5分間の間隔をおき，その間は

鼻呼吸を命じた。
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図3　実験用PLP軟口蓋部により挙上される軟口蓋の高さを決定するための調整法。

A：実験用PLP非装着での安静時における軟口蓋矢状断面図と鼻咽腔内視鏡所見：鼻咽腔は開放さ

れている。B：実験用PLP非装着での最強blowing時における矢状断面図と鼻咽腔内視鏡所見：軟口

蓋が挙上され，鼻咽腔が閉鎖している。C：PLP（I）装着下での安静時における矢状断面図と鼻咽

腔内視鏡所見：軟口蓋と咽頭後壁の高さにおける関係が（B）所見に近似するようにa句ustablewire

を屈曲して調節した。

P：咽頭後壁。V：軟口蓋鼻腔側粘膜面。

〔被験作業〕

被験作業として，単音節／pu／を40回表出させた。

電極別人直後や実験用PLP軟口蓋部の交換後の被

験作業は，筋電図の基線が安定した後に開始した。

／pu／表出間隔は，表出後の基線が安定することを

確認した後に次の表出を指示した。

〔発音時口蓋帆挙筋活動の測定〕

本研究での口蓋帆挙筋活動の測定記録装置の模

式図を図4に示した。口蓋帆挙筋の筋電図信号は

入力箱（JB－10lJ，日本光電（株））を介して生体

電気用アンプ（AB－65lJ，日本光電（株））に高域

遮断周波数1KHz，低域遮断周波数50Hz，時定数

3msecで導いた。筋電図信号を多用途積分ユニッ

ト（EI－600G，日本光電（株））により平滑化し，

得られた積分筋電図信号をデータコーダ（KS－616，

ソニーマグネスケール（株））に保存した。保存

した信号をA／D変換器（MacLab／8S，バイオリサー

チセンター（株））を用いてサンプリング周波数

lkHzでA／D変換した後に，パーソナルコンピュー

タ（PowerMacintoshG4，アップルコンピュータ

（株））に取り込み，積分筋電図を再現した。

筋電図の測定は，パーソナルコンピュータ上で

波形分析ソフト（Chartver3．6，バイオリサーチセ

ンター（株））を用いて行った。発音時の筋活動

の測定は，／pu／発音時の筋電図積分波形の頂点を

対象とした。

〔口蓋帆挙筋活動値の変換〕

実験用PLPの装着に伴う口蓋帆挙筋活動の変化

を被験者全体として捉えるためには，口蓋帆挙筋

活動値の実測値ではなく，共通の基準に基づいた



図4　測定記録装置の模式図。

相対値を用いるのが適切である。そこで　発音時

の口蓋帆挙筋活動値を被験者毎の最大筋活動値に

対する相対値（％PeakLevatorEMG値（％））で表

すため，本実験用のblowingチューブを用い，基

準として最強blowing時の筋活動を採取記録した。

blowingチューブの作成は，舘村ら18‾20）の方法に

準じた。すなわち　blowingチューブは，長さが

35cm，15cmの長短2本のポリエチレンチューブ（内

径1．5m，外径2．7mm）の長軸を平行かつ開放端

が呼気流に対向するように接着して作成した（図

5）。長いチューブの一端は差庄トランスデュー

サー（TP－602T，日本光電（株））に接続し，短い

チューブの一端は開放端として口腔内圧測定時に

口腔内圧が一定になるようにした。このblowing

チューブを吸気の直後に可及的最強の力でblowing

させ，10秒以上維持するよう指示した。口腔内圧

曲線は，差圧トランスデューサーの信号を呼吸圧

用アンプ（AP－601G，日本光電（株））に導いて得

た。最強blowing時の筋活動の測定は，0．2秒毎の

筋電図積分波形を対象として，最強blowing開始

後に口腔内圧曲線が安定した5秒間について行っ

た。各被験者において，実験用PLP非装着および

装着下での最強blowing時の口蓋帆挙筋活動値の

最大値を求めた。
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図5　本実験用blowingチューブ。

長さが35cm，15cmの長短2本のポリエチレ

ンチューブ（内径1．5m，外径2．7m）の長

軸を平行かつ開放端が呼気流に対向するよ

うに接着して作成した。

A：トランスデューサーの接続端

B：口腔内挿入端

実験を通じて得られた口蓋帆挙筋活動値の最大

値を100％として，全ての口蓋帆挙筋活動値を換

算した％PeakLevatorEMG値（％）を求め，本研

究での口蓋帆挙筋活動値とした。各被験者毎に得

られた口蓋帆挙筋活動値を比較する際のこ群間の



表1実験用PLP軟口蓋部の長径，幅径

PLP（I）　　　　　pLP（I。IIL）　　　　pLP（IIII。）　　　　pLP（II）

被験者　l（mm）　b（mm）　L（mm）　b（mm）l（mm）　B（mm）　L（mm）　B（mm）

＃1　　　　26．0

＃2　　　　　28．4

＃3　　　　　28．0

＃4　　　　　24．1

＃5　　　　　22．2

＃6　　　　　26．1

＃7　　　　　22．0

＃8　　　　　24．4

15．2　　　　28．2

16．0　　　　30．0

15．1　　　　29．4

16．1　　　　25．2

18．0　　　　25，0

14．0　　　　28．9

17．6　　　　22．5

15．0　　　　26．2

15．2　　　　26．0　　　　21．7

16．0　　　　28．4　　　　20．0

15．1　　　　28．0　　　　19．5

28．2　　　　21．7

30．0　　　　20．0

29．4　　　　19．5

16．1　　　24．1　　　20，0　　　　25．2　　　　20．0

18．0　　　　22．2　　　　21．0

14．0　　　　26．1　　　20．5

17．6　　　　22．0　　　　22．5

15．0　　　　24．4　　　19．0

25．0　　　　21．0

28．9　　　　20．5

22．5　　　　22．5

26．2　　　　19．0

Mean±S．D．25．2±2．415．9±1．4　26．9±2．615．9±1．4　25．2±2．4　20．5±1．2　26．9±2．6　20．5±1．2

表2　実験用PLP非装着および装着下での口蓋帆挙筋活動値（％PeakLevatorEMG）

＃1　　　　＃2　　　　鵜　　　　＃4　　　　＃5　　　　＃6　　　　＃7　　　　＃8　　　　Mean

Rem。Va1　　57．5±4．8　42．6±4．8　20．8±1．9　57．4±8．0　27．5±4．7　33．2±5．5　30．0±6．9　63．4±5．5　41．8±16．O

PLP（I）　　62．1±8．9　56．2±9．2　28．5±4．4　24．5±5．2　25．9±4．4　28i6±6・5　21・8±5・0　47・2±6・7　36・7±15・9

PLP（IbIIL）　56．0±4．7　54．6±7．3　32．7±4．912．0±4．125．2±4．7　25i6±7・818・0±4・5　52・1±4・7　34・7±17・6

PLP（IIII。）　30．4±4．3　46．3±8．214．1±3，414．4±7．7　23．2±4．9　26．1±8・2　22・6±6・3　56i6±9・8　29・1±15i7

PLP（II）　　44．5±4．9　32．5±6．120．5±5．5　9．2±3．811．4±6．412．0±4・916・2±5・8　46・9±6・7　23・8±15・3

口蓋帆挙筋活動値は各被験者における最強blowing時での筋活動値の最大値を100％とした相対値（％Peak

Levat。rEMG値）で表した。数値は口蓋帆挙筋活動値の平均値と標準偏差を示す。各被験者での平均値の

最大値を太字と下線，最小値を太字で表す。

有意差の検定は，Welch－st－teSt（P＜0．05）で行った。

結　　　　果

〔実験用PLP軟口蓋部の長径　幅径〕

被験者8名に用いた実験用PLP軟口蓋部の長径，

幅径を表1に示した。実験用PLP軟口蓋部の長径

の平均値H，PLP（I）軟口蓋部の長径（l），PLP

（Il）軟口蓋部の長径（L）がそれぞれ25．2±2．4m，

26．9±2．6mであった。幅径の平均値は，PLP（I）

軟口蓋部の幅径（b）．pLP（II）軟口蓋部の幅径

（B）がそれぞれ15．9±1．4m，20．5±1．2mであっ

た。両者の長径の差の平均値は1．8±0．8mmであり，

幅径の差の平均値は4．7±1．3mであった。

〔実験用PLP非装着および装着下での口蓋帆挙筋

活動値〕

実験用PLP非装着での口蓋帆挙筋活動値の平

均値は41．8±16．0％であった。PLP（I），PLP（Ib

IIL），PLP（IIII。），PLP（II）の装着下での口蓋帆

挙筋活動値の平均値は，それぞれ，36．7±15．9％，

34．7±17．6％，29．1±15．7％，23．8±15．3％であっ

た（表2，図6）。被験者＃1では，PLP（I）装着下

での口蓋帆挙筋活動値が最も大きく，PLP（IIII。）装

着下で最も小さかった。被験者＃2では，PLP（I）

装着下での口蓋帆挙筋活動値が最も大きく，PLP

（II）装着下で最も小さかった。被験者窮では

PLP（IbIIL）装着下での口蓋帆挙筋活動値が最も大

きく，PLP（I，II。）装着下で最も小さかった。被験

者掬，＃5，＃6．＃7，＃8では，実験用PLP非装着で

の口蓋帆挙筋活動値が最も大きく，PLP（II）装着

下で最も小さかった。すなわち，被験者＃1－＃3

（37．5％）では，非装着と比較して実験用PLP装着

下での口蓋帆挙筋活動値が大きくなる場合があっ

たか　被験者＃4～＃8（62．5％）では，いずれの実

験用PLPであっても装着下での口蓋帆挙筋活動値

は非装着より小さくなることが示された。
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章p＜0．050

〔実験用PLP非装着と装着下での口蓋帆挙筋活動

値の比較〕

実験用PLP装着下での口蓋帆挙筋活動値が　非

装着での口蓋帆挙筋活動値と比較して相違するか

をそれぞれについて検討するため，PLP（I），PLP

（）。IIL），PLP（I／II。），PLP（II）装着下での口蓋帆

挙筋活動値を非装着での口蓋帆挙筋活動値と比較

した（表3，図6）。PLP（I）装着下での口蓋帆挙

筋活動値は非装着での口蓋帆挙筋活動値と比較し

て，3名（＃1．＃2，＃3）で有意に大きく，4名（料，

＃6，＃7，＃8）で有意に小さかった。PLP（I。IIL）装

着下での口蓋帆挙筋活動値は非装着での口蓋帆挙

筋活動値と比較して，2名（＃2，＃3）で有意に大

きく．5名（牲＃5，＃6，＃7，＃8）で有意に小さかっ

た。PLP（I，II。）装着下での口蓋帆挙筋活動値は非

装着での口蓋帆挙筋活動値と比較して，1名（＃2）

で有意に大きく，7名（＃1，＃3，的　＃5，＃6，＃7，

＃8）で有意に小さかった。PLP（II）装着下での



表3　実験用PLP非装着および装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較

＃1　　　　　＃2　　　　　　＃3　　　　　　＃4　　　　　＃5　　　　　　＃6　　　　　　＃7　　　　　＃8

PLP（1）　1．44×10－2＊†9．48×10一冊†1．86×10‾14＊1”9．43×10‾29ホ1．01×10－14．38×101＊　8．16×10－7奪1．51×10－i7＊

PLP（I。IIL）　4．45×10－12．77×10－時†3．15×10－17＊1工84×10‾34＊　3．07×10‾2＊　2．52×10－5奪　3．00×10－時　6．99×10‾14＊

PLP（IIII。）　5．40×10T33＊　2．60×10－2＊”†”2．89×10－L4＊1．47×1014＊1．12×10球　6．87×10－5奪　2．76×10－5＊　6．80×104＊

PLP（II）　6．15×10－16＊　5．31×10－117．67×10－i＊1．81×10‾∬＊1．04×10‾I”1．03×10－23＊1．55×10‾12＊　2．81×10‾17＊

数値はWelch－st－teStにおけるp－Valueを示す。sp＜0．05。

†：非装着と比較して口蓋帆挙筋活動値が有意に大きい場合を示す。

表4　実験用PLP（I，II。），（IhIIL）とPLP（II）装着下での口蓋帆挙筋活動値の比較

被験者　　PLP（I／II。）装着：PLP（II）装着　　PLP（I。IIL）装着：PLP（II）装着

＃1

＃2

＃3

＃4

＃5

＃6

＃7

＃8

ー12．12章

7．98章

一5．78意

3．70＊

9．38章

8．84職

4．21＊

4．89年

5，79番

13．76章

9．59篇

3．15場

10．86＊

8．57章

1．35

3．92意

4，10　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．88

数値はt－Valueを示す。＊p＜0．05。

口蓋帆挙筋活動値は非装着での口蓋帆挙筋活動値

と比較して，1名（＃3）では有意差を認めず，7名

（＃1，＃2，料，＃5，＃6，＃7，＃8）で有意に小さかっ

た。すなわち，PLP（I），PLP（IbIIL）装着下での口

蓋帆挙筋活動値と非装着での口蓋帆挙筋活動値と

の関係は被験者毎に様々であった。しかしながら，

PLP（I，II。）装着下での口蓋帆挙筋活動値は　非装

着での口蓋帆挙筋活動値と比較して1名（12．5％）

で大きくなったものの7名（87．5％）で小さくなっ

ており．この傾向は，PLP（II）装着下での口蓋帆

挙筋活動値と非装着での口蓋帆挙筋活動値の関係

にも見られた。

実験用PLP非装着とPLP（IlII。）装着下での口蓋

帆挙筋活動値の変化，および実験用PLP非装着と

PLP（II）装着下での口蓋帆挙筋活動値の変化から，

実験用PLP軟口蓋部の幅径が大きいと口蓋帆挙筋

活動値に影響を及ぼす可能性が伺われた。

〔実験用PLP軟口蓋部の長径変化と口蓋帆挙筋活

動値〕

PLP（IIII。）とPLP（II）装着下では，口蓋帆挙

筋活動値が小さくなる傾向が伺えた。PLP（IIIIB）

とPLP（II）間では軟口蓋部の幅径の（B）に関す

る要素は共通するが前者はPLP（I）に由来する

長径であり，後者はPLP（II）に由来する長径で

あった。非装着での口蓋帆挙筋活動値の比較の

結果に長径の相違が関わるかについて検討するた

め，PLP（1，II。）装着下とPLP（II）装着下での口

蓋帆挙筋活動値を比較した（表4，図7）。その結果，

PLP（IIII。）装着下と比較してPLP（II）装着下で

の口蓋帆挙筋活動値は，2名（＃工　＃3）では有意

に大きく．6名（＃2，＃4，＃5，＃6，＃7，＃8）では

有意に小さかった。

しかしながら，実際に適用された両者の長径の

平均値の比較ではPLP（1，11。）は25．2±2．4mm，PLP

（II）は26．9±2．6mであり，統計学的には両者の

長径に差違はない。すなわち，PLP（IIII。）とPLP（II）

装着下での口蓋帆挙筋活動値の変化には　軟口蓋

部の幅径が大きいことによる影響が強いことが示

された。

〔実験用PLP軟口蓋部の幅径変化と口蓋帆挙筋活

動値〕

実験用PLP軟口蓋部の幅径の相違による口蓋帆
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挙筋活動値への影響を検討するため，PLP（IbIIL）

装着下とPLP（II）装着下での口蓋帆挙筋活動値

を比較した（表4，図8）。その結果．実験用PLP

軟口蓋部の幅径が大きいPLP（II）装着下での口

蓋帆挙筋活動値は，PLP（I。IIL）装着下と比較して

1名（＃7）では有意な差を認めないものの．7名（＃1．

＃2，鵜，拙．＃5，＃6，＃8）では有意に小さかった。

すなわち，PLP（I。IIL）より幅径が4．7±1．3mm大き

い実験用PLP軟口蓋部を有するPLP（II）装着下

では，PLP（IbIIL）装着下より口蓋帆挙筋活動値が

小さいことが示された。この結果は，実験用PLP

軟口蓋部の幅径の変化が口蓋帆挙筋活動値に及ぼ

す影響が大きいことを示している。

考　　　　察

1）方法の考察

本研究の被験対象に関しては　共通した原因に

よる運動障害性構音障害症例を対象にするべきで

あると考えられたが　以下の理由から大阪大学歯

学部附属病院顎口腔機能治療部での運動障害性構

音障害症例から被験対象者を抽出することは困難

であった。すなわち．運動障害性構音障害の原因

が脳卒中，脳腫瘍，頭部外傷，進行性神経疾患，

神経筋疾患など様々である4，3）こと，同じ原因で

も重症度，年齢が様々であったこと，またPLP装

着症例では，PLP装着期間に伴う口蓋帆挙筋活動

の経時的変化が生じる8）こと等が考慮され，これ

らの臨床症例から被験者条件を同一にして抽出す

ることが困難と考えられた。そこで本研究では，

これらの疾患を有する患者での軟口蓋の解剖学的

所見は健常者と同じであると考えて，被験対象を

健常者とした。

予備実験で使用したPLPは，当部で従来から口

蓋裂症例での鼻咽腔閉鎖不全症例に採用している

作成法14）に基づき，PLP硬口蓋部とPLP軟口蓋

部の連結部（adjustablewire）をレジンで硬団に固

定していた。その結果，健常被験者の中には瞭下

時の疾病を含む違和感を訴える場合や瞭下運動に

伴ってPLPの脱離を認める場合もあった。このよ

うな現象は，実験を一定の条件で遂行するうえで

障害になることが考えられた。

このような違和感は安静時の軟口蓋の重量に対
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図8PLP（IbIIL）装着下およびPLP（II）装着下における口蓋帆挙筋活動値の平均値および標準偏差。

p2：PLP（I。IIL）装着。P4‥PLP（II）装着。tp＜0・05。

するPLP軟口蓋部による上方への抗力によると思

われ，膝下時の脱離は，軟口蓋と舌が接触する際

の口蓋青筋活動により，軟口蓋を下垂する力が働

くことによると考えられた。これらは連結部を固

定したことにより，PLP軟口蓋部に加わる下方へ

の応力が緩衝できないことが原因と考えられたた

め，a勘Stablewireを露出した状態にして軟口蓋の

重量に対する軟口蓋への抗力，軟口蓋を下垂する

力を緩衝した。

臨床使用されるPLP装置は，発音時に鼻咽腔が

完全閉鎖することを目的としている。そのため，

pLP軟口蓋部により挙上する軟口蓋の高さは，発

音時での鼻咽腔閉鎖レベルである口蓋平面として

いる14－。本研究での被験対象は健常者である。健

常者では口蓋帆挙筋の最大筋活動は最強blowing

時に示される匪0・22・23）ことから，最強blowing時の

軟口蓋挙上の高さは発音時より高いことが考えら

れる。本研究では，それぞれの実験用PLP装着下

の発音時に，軟口蓋がどこまで挙上されるか不明

であった。装着下での発音時に非装着での発音時

より軟口蓋が高く挙上されることがあるならば

口蓋平面より高く挙上されることになる。その場

合，実験用PLP軟口蓋部による挙上を口蓋平面ま

でに設定すると，軟口蓋が上下方向に離れ則犬態

での筋活動を要する。本研究では実験用PLP軟口

蓋部の前後，左右の平面的・形態的要素の相違に

ょる筋活動を検討するため，実験用PLP軟口蓋都

による挙上の条件を一定にする必要があると考え

た。そのためには，実験用PLP装着下での発音時

に軟口蓋が実験用PLP軟口蓋部から離れないよう

にする必要があった。そこで実験用PLPによって

挙上される軟口蓋の高さを最強blowing時に到達す

る高さにすることにより，発音時に軟口蓋が実験

用PLP軟口蓋部から離れることがないようにした。

実験用PLPによって挙上される軟口蓋の高さの

確認には．側方頭部規格化X線写真に準じた多方

向X線ビデオ24）を用いることが考えられた。しか

しながら，非装着での最強blowing活動の際，お

よび調節中の実験用PLPを装着して挙上される軟

口蓋の高さを確認する行程を繰り返す毎に被曝線



量が多くなる可能性があるため，多方向X線ビデ

オによる方法は不適切であると考えられた。

鼻咽腔内視鏡は被写界深度が深い25）ため，軟口

蓋の高さを設定する基準となる1evatoreminance26）

の位置の高まりを周囲器官の高さと明確に関係づ

けられない可能性がある。側視型の鼻咽腔内視鏡

では鼻咽腔の上方からの観察となるのに対して，

直視型の鼻咽腔内視鏡では斜め前上方からの観察

となる。従って，側視型の内視鏡では軟口蓋の高

さを設定するのは不可能であると考えられるもの

の，直視型の内視鏡では咽頭後壁と軟口蓋を視野

に入れると，1evatoreminanceの位置の高まりと咽

頭後壁との関係により，挿入した内視鏡を固定す

ると同一被験者での軟口蓋が挙上される高さを設

定することが可能であると考えた。このことから，

本研究では直視型の鼻咽腔内視鏡を採用して実験

用PLP（I）によって挙上される軟口蓋の高さを連

結部のaOustablewireにより調節し設定した。実験

用PLP（II）についても同様にして直視型の鼻咽

腔内視鏡を用い，鼻音発音時においても鼻咽腔が

閉鎖するようにした。

本研究では，健常者を対象に実験用PLPを装着

させ，発音時の鼻咽腔閉鎖機能の調節様相の変化

を検討した。健常者では．実験用PLPの装着，お

よび非装着に関わらず，／pu／発音時に鼻咽腔が閉

鎖する。また，PLP（II）装着下では，安静時，お

よび／pu／発音時ともに鼻咽腔が閉鎖する。そのた

め，／pu／発音時における実験用PLPの装着と非装

着，およびPLP（II）装着下での安静時と／pu／発

音時の視覚的な変化はほとんど認められない。こ

れらのことから，従来の鼻咽腔閉鎖機能の評価法

であるⅩ線検査24・26、27），空気力学的手法による検

査28），内視鏡検査29），CT検査30），MRI検査用2）でH．

／pu／発音時における実験用PLP装着と非装着　お

よびPLP（II）装着下での安静時と／puJ発音時の

相違は検出できない。鼻咽腔閉鎖庄測定による鼻

咽腔閉鎖機能の評価3星4）では，実験用PLPにより

鼻咽腔が狭小化されると．鼻咽腔に挿入したセン

サーが軟組織に圧迫されることで安静時にも値が

生じることが考えられる。PLP（II）では，安静時

にも鼻咽腔が閉鎖されるため，センサーが挿入で

きないことも考えられた。

筋電図8・16‾2持つ6）は，筋の等張性収縮のみでな

く等尺性収縮による活動も評価できるため，視覚

的に器官運動が認められない場合での調節様相の
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変化を検討できると考えられる。まだ　与えた外

乱により鼻咽腔閉鎖がどのような変化を示すか不

明である場合には　従来から口蓋帆挙筋を対象と

した筋電図により鼻咽腔閉鎖機能が検討されてき

たことからも，筋電図による検討は妥当であると

考えられた。

2）結果の考察

軟口蓋小陥凹の肉眼所見をもとにした臨床での

PLP14）に準じて作成した本研究での実験用PLP（I）

は，従来の口蓋裂鼻咽腔閉鎖不全症例適用モデ

ルを基本としたものである。鼻咽腔内視鏡所見に

基づいて鼻音発音時に鼻咽腔が閉鎖されるまで長

径，幅径を大きくした実験用PLP（II）は運動障

害性構音障害に起因する鼻咽腔閉鎖不全症にまず

適用する臨床PLPモデルである。PLP（I）モデル

からもしくH，PLP（II）モデルからPLP軟口蓋部

を調整するのであるが　効果発現への調整にPLP

軟口蓋部の平面的・形態的要素がどのように関係

しているかを知ることは重要である。そのため，

PLP（I）とPLP（II）の長径．幅径の組み合わせ

であるPLP（I，II。），PLP（IbIIL）を設定した。この

ようにして作成した実験用PLP非装着と装着下で

の口蓋帆挙筋活動値の関係を検討した。その結果，

PLP（I），PLP（I。IIL），PLP（1，II。）装着下では　口

蓋帆挙筋活動値が小さくなる様相を呈したもの

の，被験者によっては非装着と比較して口蓋帆挙

筋活動値が大きくなる場合があった。一方PLP（II）

装着下の口蓋帆挙筋活動値は全ての被験者に共通

して小さかった。

鼻咽腔閉鎖機能は，共鳴37）や空気力学的要

素22・3＝8∴妙）の変化に影響されることが知られて

いる。本研究では，被験対象が健常者であり，実

験用PLPの装着，非装着に関わらず共鳴の異常は

ない。空気力学的要素についても同様に．実験用

PLPの装着，非装着に関わらず鼻咽腔の完全閉鎖

が可能であるため，装着による空気力学的要素の

変化はないと考えられる。そのため，口蓋帆挙筋

活動値が小さくなった原因として共鳴や空気力学

的要素の影響は考え難い。

舘村ら19・20）は，健常者に実験用PLPを装着し

軟口蓋を挙上すると，全ての被験者で非装着より

発音時の口蓋帆挙筋活動値が小さくなることを報

告した。このことは，軟口蓋の挙上により上下方

向の運動量を低減することで　口蓋帆挙筋活動値


